
［市民生活部 市民サービス課・さしま窓口センター 所管］ 

○戸籍住民基本台帳事務に要する経費（02030102） 37,162,095 円（39,304,589 円）  

決算書P116 

［総務部 総務課 所管 7,443,144 円含む］                  

〈国・県：6,917,320 円 その他：18,482,420 円 一財：11,762,355 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：社会保障・税番号制度システム整備費補助金   745,000 円 

・国補：個人番号カード交付事業費補助金        4,179,000 円 

  ・国補：個人番号カード交付事務費補助金        1,112,000 円 

  ・県委：県事務処理特例交付金              792,760 円 

  ・県委：人口動態調査事務交付金                  58,560 円 

  ・県委：常住人口調査事務交付金                 30,000 円 

  ・手数料：戸籍住民諸証明等手数料               18,482,400 円 

  ・諸収入：電子コピー複写サービス料              20 円 

（目的） 

  総合窓口として機能を活かした効率的なサービスを提供するため、市民の社会生活の基礎と

なる戸籍関係、住民登録関係等の事務を迅速・正確に処理を行い、市民の利便増進を図る。 

  住民基本台帳ネットワークによる全国的な本人確認システムにより、市民の負担軽減、サー

ビス向上を図る。 

（内容） 

１．各種届出等に基づく戸籍簿、住民基本台帳、印鑑登録原票、臨時運行許可台帳等の処理整

備を実施した。 

本籍数、本籍人口数                                （単位：戸籍、人） 

種  別 H30.3.31 現在 H29.3.31 現在 増  減 

本  籍  数 24,385 24,540 △155 

本 籍 人 口 59,599 60,156 △557 

   戸籍届出書取扱件数                                        （単位：件） 

種  別 件  数 種  別 件  数 

出     生 497 入    籍 98 

養 子 縁 組  57 分    籍 13 

養 子 離 縁  22 帰    化 7 

婚       姻 533 転    籍 185 

離     婚 151 そ  の  他 136 

死       亡 833 合  計 2,532 

   住民基本台帳人口、世帯数                             （単位：戸、人） 

種  別 H30.3.31 現在 H29.3.31 現在 増  減 

世  帯  数 20,037 19,900 137 

人    口 54,813 55,514 △701 

   住民基本台帳事務取扱件数                                  （単位：件） 

種  別 件  数 種   別 件  数 

転    入 1,155 戸籍届出等に伴う変更 1,413 

転    出 1,318 転入通知等による記載 1,445 

転    居 657 附  票  記  載 1,476 

世帯主変更等 882 外 国 人 入 管 連 携  1,314 

 合   計 9,660 



印鑑登録事務取扱件数                 （単位：件） 

種  別 
件     数 

市民ｻｰﾋﾞｽ課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ 合  計 

登  録  件  数  1,723 292 2,015 

廃  止  件  数 1,993 301 2,294 

   臨時運行許可取扱件数                                （単位：件） 

種  別 
件     数 

市民ｻｰﾋﾞｽ課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ 合  計 

交  付  件  数 957 194 1,151 

 

２．公簿、台帳等に基づく諸証明・許可証の交付、自動交付機、コンビニエンスストアを利用

した証明書の発行を実施した。 

戸籍関係証明書交付件数及び手数料                 （単位：件、円） 

種  別 
有 料 件 数 

市民ｻｰﾋﾞｽ課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ 合  計 

戸 籍 謄 本  4,373 732 5,105 

戸 籍 抄 本  1,141 184 1,325 

除 籍 謄 ・ 抄 本 2,306 351 2,657 

改製原戸籍謄・抄本 2,623 455 3,078 

受 理 証 明  148 2 150 

上 質 受 理 証 明 0 0 0 

戸籍記載事項証明 87 1 88 

交 付 件 数   計 10,678 1,725 12,403 

手 数 料     計 6,260,300 1,017,750 7,278,050 

                                 （単位：件、円） 

種  別 
無 料 件 数 

有料・無料合計 
市民ｻｰﾋﾞｽ課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ 合  計 

戸 籍 謄 本  3,444 364 3,808 8,913 

（うちポイント利用） (1,720) (325) (2,045) (2,045) 

戸 籍 抄 本  635 96 731 2,056 

（うちポイント利用） (611) (96) (707) (707) 

除 籍 謄 ・ 抄 本 1,401 85 1,486 4,143 

（うちポイント利用） (357) (63) (420) (420) 

改製原戸籍謄・抄本 2,477 128 2,605 5,683 

（うちポイント利用） (502) (84) (586) (586) 

受 理 証 明  1 0 1 151 

上 質 受 理 証 明 － － － 0 

戸籍記載事項証明 1 0 1 89 

交 付 件 数   計 7,959 673 8,632 21,035 

手 数 料     計  4,744,750 366,750 5,111,500 12,389,550 

 

 

 

 

 



住民基本台帳関係証明書交付件数及び手数料              （単位：件、円） 

種  別 
有 料 件 数 

市民ｻｰﾋﾞｽ課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ ｺﾝﾋﾞﾆ交付 合  計 

住 民 票 謄 本 4,192 623 － 4,815 

（ 窓 口 交 付 分 ）  (3,311) (480) － (3,791) 

（自動交付機分） (879) (143) － (1,022) 

（ 広 域 交 付 分 ）  (2) (0) － (2) 

住 民 票 抄 本 11,199 1,918 － 13,117 

（ 窓 口 交 付 分 ）  (9,298) (1,467) － (10,765) 

（自動交付機分） (1,893) (450) － (2,343) 

（ 広 域 交 付 分 ）  (8) (1) － (9) 

コンビニ交付（住民票） － － 172 172 

戸 籍 の 附 票 774 118 － 892 

記 載 事 項 証 明 392 69 － 461 

不 在 証 明  60 7 － 67 

住 民 票 閲 覧 7 0 － 7 

身 分 証 明  563 130 － 693 

改 葬 証 明  40 4 － 44 

そ の 他 諸 証 明 73 11 － 84 

通知カード再交付 181 22 － 203 

個人番号カード再交付 18 0 － 18 

交 付 件 数  計  17,499 2,902 172 20,573 

手 数 料     計 5,306,800 875,000 34,400 6,216,200 

（単位：件、円） 

種  別 
無 料 件 数 

有料・無料合計 
市民ｻｰﾋﾞｽ課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ 合  計 

住 民 票 謄 本 2,708 368 3,076 7,891 

(うちポイント利用) (1,749) (347) (2,096) (2,096) 

住 民 票 抄 本 4,331 957 5,288 18,405 

(うちポイント利用) (3,724) (943) (4,667) (4,667) 

コンビニ交付（住民票） － － － 172 

戸 籍 の 附 票 2,233 46 2,279 3,171 

記 載 事 項 証 明 7 0 7 468 

不 在 証 明  14 0 14 81 

住 民 票 閲 覧 29 0 29 36 

身 分 証 明  0 0 0 693 

改 葬 証 明  0 0 0 44 

そ の 他 諸 証 明 2 0 2 86 

身上調査照会(電話照会分) 1,394 0 1,394 1,394 

通知カード再交付 0 0 0 203 

個人番号カード再交付  0 0 0 18 

軽自動車住所証明 1,248 470 1,718 1,718 

交 付 件 数   計 11,966 1,841 13,807 34,380 

手 数 料     計 2,846,500 411,300 3,257,800   9,474,000 

   ※無料の手数料 計に、身上調査照会(電話照会分)と 軽自動車住所証明は含まない。 



印鑑登録証明書交付件数及び手数料                        （単位：件、円） 

種  別 

有 料 件 数 無 料 件 数 
有料・無料

合  計 
市民 

ｻｰﾋﾞｽ課 

さしま 

窓口ｾﾝﾀｰ 

ｺﾝﾋﾞﾆ 

交付 
合 計 

市民 

ｻｰﾋﾞｽ課 

さしま 

窓口ｾﾝﾀｰ 
合  計 

印 鑑 登 録 1,720 291  2,011 3 1 4 2,015 

印鑑登録証明書 4,579 1,109   5,688 5,439 1,236 6,675 12,363 

(うちポイント利用) － －  － (5,310) (1,225) (6,535) (6,535) 

自 動 交 付 機 4,660 1,268  5,928 － － － 5,928 

コンビニ交付 － － 184 184 － － － 184 

交付件数 計 10,959 2,668 184 13,811 5,442 1,237 6,679 20,490 

手数料  計 3,287,700 800,400 36,800 4,124,900 1,632,600 371,100 2,003,700 6,128,600 

※ポイントカード利用件数及び手数料               （単位：件、円） 

種   別 市民ｻｰﾋﾞｽ課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ 合  計 

住 民 票 謄 本 1,749 347 2,096 

住 民 票 抄 本 3,724 943 4,667 

印 鑑 登 録 証 明 書  5,310 1,225 6,535 

戸 籍 謄 本  1,720 325 2,045 

戸 籍 抄 本  611 96 707 

除 籍 謄 本 ・ 抄 本  357 63 420 

改製原戸籍謄・抄本 502 84 586 

交 付 件 数    計 13,973 3,083 17,056 

手 数 料      計 4,928,100 1,054,200 5,982,300 

臨時運行許可証交付件数及び手数料                       （単位：件、円） 

種    別 市民ｻｰﾋﾞｽ課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ 合  計 

交 付 件 数  957 194 1,151 

手 数 料 717,750 145,500 863,250 

証明書自動交付機交付件数及び手数料                      （単位：件、円） 

種    別 市民ｻｰﾋﾞｽ課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ 合  計 

住 民 票 謄 本 879 143 1,022 

住 民 票 抄 本 1,893 450 2,343 

（ 住 民 票 小 計 ）  (2,772) (593) (3,365) 

印 鑑 登 録 証 明 書  4,660 1,268 5,928 

交 付 件 数    計 7,432 1,861 9,293 

手 数 料      計 2,229,600 558,300 2,787,900 

※他の表と重複部分あり。 

市民カード交付件数                               （単位：件） 

種    別 市民ｻｰﾋﾞｽ課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ 合  計 

市 民 カ ー ド 1,870 341 2,211 

(うちカード切替) (147) (49) (196) 

 

３．個人番号カードの交付及びカード利用によるサービスを実施した。 

個人番号カードの交付件数 

・平成 29年度の交付数          890 件 

・平成 30年 3月末現在の交付累計数   4,323 件 

 



（効果） 

戸籍システムの電算化・住基連動等により事務の効率化、正確性を図ることができた。 

自動交付機の活用、さらに個人番号カードを用いたコンビニ交付により、休日・祝日・時間

外の住民票の写し・印鑑登録証明書の取得が可能となり窓口の混雑緩和と効率化、市民の利便

増進を図ることができた。 

 

○中長期在留者住居地届出等事務に要する経費（02030103） 9,480 円(9,782 円) 決算書 P118 

〈国・県：9,480 円〉 

＊特定財源積算根拠  

  ・国委：中長期在留者住居地届出等事務委託金 9,480 円 

（目的） 

  中長期間在留する外国人の生活の基礎となる各種届出等における利便増進とサービス向上を

図る。 

（内容） 

中長期間在留する外国人の届出等による証明書の発行 

                             （単位：人） 

種  別 H30.3.31 現在 H29.3.31 現在 増 減 

 中長期在留者数 2,332 2,178 154 

（効果）  

  中長期在留者の処理管理を実施することにより、中長期間在留する外国人の居住・身分関係・

在留管理を明確にすることができた。 

 

○旅券事務に要する経費（02030104） 110,230 円（105,758 円） 決算書 P120 

〈国・県：110,230 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・県委：県事務処理特例交付金  110,230 円 

（目的） 

  市民の一般旅券の申請及び交付に関して、身近である市役所窓口で迅速な処理整備・管理を 

 行うことにより、市民サービスの向上を図る。 

（内容） 

  市民からの旅券申請・交付等に対し、事務処理や旅券管理を実施した。 

   申請件数                         （単位：件） 

新 規 その他 

10 年 5 年 子供 記載変更 増補 紛失 

562 370 71 10 0 9 

   交付件数                    （単位：件） 

新 規 その他  

 10 年 5 年 子供 記載変更 増補 

552 369 70 10 0 

（効果） 

  旅券窓口の開設により、市内での旅券申請・交付等が可能となり、市民の利便増進を図るこ 

 とができた。 

 

 

 



［市民生活部 保険年金課 所管］ 

○国民年金事務に要する経費（03010201） 3,291,755 円（3,103,083 円） 決算書 P150 

 [総務部 総務課 所管 1,346,652 円含む] 

〈国・県：1,945,103 円 一財：1,346,652 円〉                                

＊特定財源積算根拠 

・国委：基礎年金事務費委託金                         1,297,544 円 

・国委：協力連携事務費委託金                          646,720 円 

・国委：特別障害給付金事務費委託金                839 円 

（目的） 

  国民年金は、すべての国民を対象として、老齢・障害・死亡に関して必要な給付を行い、健

全な国民生活の維持・向上に寄与することを目的としている。   

（内容） 

 ・国民年金被保険者の得喪・住所変更・免除等の処理 

 ・国民年金の請求・未支給の受付 

 ・国民年金制度の周知・啓発及び相談業務 

（効果）  

  広報を通して、市民の関心が高まり、制度について、アピールができた。 

（課題） 

  国民年金保険料の納付率の向上（無年金者の防止） 

 

○医療福祉費支給に要する経費（03010401） 352,092,304 円（353,681,854 円） 決算書 P158 

 [総務部 総務課 所管 1,982,232 円含む] 

〈国・県：150,734,000 円 その他：41,939,283 円 一財：159,419,021 円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・県補：医療費補助金            147,785,000 円 

  ・県補：医療事務費補助金           2,949,000 円 

  ・諸収入：高額療養費返納金          41,600,840 円 

  ・諸収入：第三者行為返納金           132,435 円 

  ・諸収入：一部負担金返納金           206,008 円 

（目的） 

妊産婦、小児、母子家庭の母子、父子家庭の父子、重度心身障害者等の健康の保持増進を図

るため、その医療費の一部を助成し、生活の安定及び福祉の向上に寄与する。 

（内容） 

・対象者の医療費の一部を助成（県補助１／２） 

  県事業       

受給者 支給額 

8,998 人 342,290,590 円 

（効果） 

医療費の一部を助成することにより、対象者の健康の保持増進を図ることができた。 

    

○医療福祉費支給（市単独）に要する経費(03010402) 28,571,753 円（29,921,596 円） 

決算書P158 

 [総務部 総務課 所管 626,508 円含む] 

〈一財：28,571,753 円〉 

 

 



（目的） 

妊産婦、小児及び高校生相当の者の健康の保持増進を図るため、その医療費の一部を助成し、

すこやかな成長及び福祉の向上並びに少子化対策に寄与する。 

（内容） 

・小児マル福(県医療福祉費支給制度)の所得制限者、中学１年生～３年生の外来及び高校生相

当の者の入院・外来（１２月受診分から）について医療費の一部を助成 

・妊産婦マル福の対象外疾病について医療費の一部を助成 

  市単独事業       

受給者 支給額 

2,977 人 26,564,691 円 

（効果） 

  子育て支援サービスの一環として、対象者の経済的負担の軽減を図ることができた。 

 

［市民生活部 生活環境課 所管］ 

○狂犬病予防に要する経費（04010502） 1,012,174 円（979,046 円） 決算書 P200 

 [総務部 総務課 所管 583,200 円含む] 

〈その他：1,012,174 円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・手数料：犬の登録手数料           96,424 円 

  ・手数料：犬の鑑札再交付手数料        11,000 円 

・手数料：狂犬病予防注射済票交付手数料   904,750 円 

（目的） 

狂犬病の発生を予防するとともに、飼い主に対して飼養犬の適正管理を啓発することにより､

公衆衛生の向上と公共の福祉の増進を図る。 

（内容） 

犬の登録業務､狂犬病予防集合注射、動物愛護パネル展の実施 

（効果） 

集合注射の実施により、狂犬病予防注射接種率の維持を図った。 

 

○合併処理浄化槽設置事業に要する経費（04010503） 20,215,000 円（22,690,000 円） 

決算書P200 

〈国・県：20,205,000 円 一財：10,000 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：循環型社会形成推進交付金     13,421,000 円 

  ・県補：合併処理浄化槽設置事業費補助金  6,781,000 円 

  ・県委：県事務処理特例交付金         3,000 円 

（目的） 

設置費の一部を補助することで合併処理浄化槽の設置を推進し、生活雑排水による公共用水

域の水質汚濁を防止する。 

（内容） 

合併処理浄化槽設置者に対して､延べ面積等により人槽を区分し､国･県･市より補助金を交付

する。単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換に対しては、撤去費として 1基あたり90,000

円を県補助金により交付する。 

 

 

 



平成 29 年度補助金実績 

5 人槽(延べ面積≦140 ㎡)  294,000 円 32 基 9,408,000 円 

7 人槽(延べ面積＞140 ㎡) 342,000 円 21 基 7,182,000 円 

10 人槽(2 世帯住宅)      459,000 円 7 基 3,213,000 円 

合 計 60 基 19,803,000 円 

単独処理浄化槽撤去分（1 基あたり 90,000 円） 4 基 360,000 円 

（効果） 

合併処理浄化槽の設置を推進することができ、生活雑排水による公共用水域の水質汚濁を防

止し、公衆衛生の向上を図ることができた。 

 

○放射線対策に要する経費（04010507） 3,533,674 円（4,989,567 円） 決算書 P202 

〈一財：3,533,674 円〉 

（目的） 

福島原子力発電所の事故に起因する空間線量率の定期測定や、食品中の放射性物質の新基準

値に対応したゲルマニウム半導体検出器を県内自治体に先駆けて導入し、学校給食用食材・水

道水・農産物等の測定を行うことで、より一層の安全と安心及び風評被害の防止を図る。 

（内容） 

・ゲルマニウム半導体検出器一式 リース期間満了後の買取  1,188,000 円 

（効果） 

空間線量率の定期測定結果の公開及びゲルマニウム半導体検出器を用いた各種測定により、

環境中の放射能を監視し、市民生活の安全と安心に寄与するとともに、首都圏近郊の一大農産

地としての食に対する信頼を高められた。 

 

○斎場運営に要する経費（04010601） 34,950,409 円（37,455,954 円） 決算書 P204 

〈その他：3,010,500 円 一財：31,939,909 円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・使用料：斎場使用料        3,010,500 円 

(目的) 

市営斎場の火葬業務全般を業務委託することで行財政改革の推進を図るとともに、施設の機

能と性能を高度に発揮するための適正な管理運営により、火葬業務の円滑な執行を図る。また、

さしま斎場（さしま環境管理事務組合）の運営に対して負担金を支出することにより、適正な

火葬業務と利便性を高める。 

（内容） 

1.火葬炉管理業務委託料        7,614,000 円 

2.庭園除草管理委託料          810,000 円 

3.火葬炉設備の老朽化に伴う補修工事  3,672,000 円 

4.燃料費・光熱水費          7,862,508 円 

5.斎場嘱託職員（２名）報酬・費用弁償 4,906,110 円 

6.さしま環境管理事務組合負担金    7,584,000 円 

7.さしま斎場使用料負担金       1,129,900 円 

 29 年度利用状況(市営斎場)                           （単位：件） 

人体火葬 648 小動物火葬 315 身体の一部 7 霊安室 14 

告別式場利用 30 通夜利用 15 死産児 6 改 葬 32 

29 年度利用状況(さしま斎場)                    （単位：件） 

人体火葬 83 小動物火葬 53 身体の一部 0 霊安室 9 

告別式場利用 9 通夜利用  9 死産児 0 改 葬 0 



（効果） 

市営斎場の適正な管理運営により、公衆衛生その他公共の福祉の見地から、支障なく業務を

執行できた。 

 

○清掃事務に要する経費（04020102） 1,512,256 円（1,513,912 円） 決算書 P206 

〈国・県：262,685 円 その他：756,000 円 一財：493,571 円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・県委：県事務処理特例交付金            262,685 円 

・諸収入：さしま環境管理事務組合広報活動等補助金  756,000 円 

（目的） 

市内一斉清掃活動である「クリーン坂東」に市民協働で取り組み、ごみの散乱しない清潔で

美しいまちづくりと市民の良好な生活環境の保全に資する。 

（内容） 

  年 2 回（5月、10 月の最終日曜日）｢クリーン坂東｣を実施する。 

（効果） 

  市民の清潔で快適な生活環境の保全及び環境意識の向上を図れた。 

 

○塵芥処理に要する経費（04020201） 763,981,018 円（739,661,797 円） 決算書 P206 

〈その他：9,679,300 円 一財：754,301,718 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・手数料：各種証明手数料                 93,000 円 

・手数料：一般廃棄物処理手数料                  201,950 円 

・手数料：粗大ごみ収集手数料             529,100 円 

・手数料：土砂等による土地の埋立て、盛土及びたい積 

に係る事業許可申請手数料                 100,000 円 

  ・諸収入：資源ごみ売却代金             8,755,250 円 

（目的） 

  市内各世帯から排出される一般廃棄物の適正かつ迅速な収集運搬・処分を行い、生活環境の

保全及び公衆衛生の向上を図り、廃棄物処理法に規定される市町村の一般廃棄物処理責任を果

たす。 

（内容） 

 1.ごみ収集委託料       130,822,344 円 

  市内各集積所に排出された一般廃棄物を収集し、市指定場所へ運搬する。 

2.粗大ごみ個別収集委託料    6,755,400 円 

 粗大ごみを個別収集し、市指定場所へ運搬する。   

平成 29 年度収集量実績（委託のみ） 

廃棄物の種類 搬 入 先 収 集 量 

可燃物 

さしまクリーンセンター

寺久 

9,920.25ｔ 

不燃物(乾電池含) 538.20ｔ 

粗大ごみ 413.56ｔ 

資源（空き缶） 176.41ｔ 

資源（空きビン） 406.30ｔ 

資源（ペットボトル） 162.70ｔ 

資源（紙類） 
再生業者 

419.72ｔ 

資源（布類） 117.27ｔ 

 



3.さしま環境管理事務組合負担金 

  ごみ処理に関する負担金           447,121,000 円 

  一般･環境整備負担金             109,670,000 円 

  コミュニティセンター負担金          52,905,000 円 

（効果） 

  一般廃棄物の適正処理とともに、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図れた。 

 

○資源ごみリサイクルに要する経費（04020202） 1,324,044 円（1,153,283 円） 決算書 P208 

〈その他：219,000 円 一財：1,105,044 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・諸収入：さしま環境管理事務組合広報活動等補助金 219,000 円 

（目的） 

  さしまクリーンセンター寺久では処理できない廃棄物の処理や、ごみ減量を目的とする生ご

み処理機等の購入補助事業により、ごみ問題に対する意識付けを行う。 

（内容） 

 1.処理困難物の回収及び適正処理 

  処理困難物回収業務委託料 679,460 円 

 2.ごみ減量イベント「リサイクルフェア」の開催 

3.生ごみ処理機等購入補助金 

  生ごみの自家処理によるごみ減量及び資源の有効利用を推進する。 

  ・電気式生ごみ処理機･･･購入価格の 2分の 1、限度額 25,000 円、1世帯 1 基まで 

  ・生ごみ処理容器  ･･･購入価格の 2分の 1、限度額  1,500 円、1世帯 2 基まで 

  平成 29 年度実績 

電気式生ごみ処理機 5 世帯 5 基 125,000 円 

生ごみ処理容器 6 世帯 6 基 8,900 円 

合   計 11 世帯 11 基 133,900 円 

（効果） 

  廃棄物処理法に則ったマニフェスト管理による処理困難物の適正な収集運搬・処分を行えた。

生ごみ処理機等購入補助金では、ごみ減量に対する意識付けや資源の有効利用が図れた。 

 

○不法投棄対策に要する経費（04020203） 3,921,160 円（1,512,972 円） 決算書 P210 

〈その他：25,000 円 一財：3,896,160 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・諸収入：さしま環境管理事務組合広報活動等補助金 25,000 円 

（目的） 

市民、事業者、行政との連携や監視パトロールの強化、不法投棄防止看板の設置等による不

法投棄をさせないまちづくりを推進するとともに、不法投棄廃棄物の早期発見と適正処理によ

り、市民の快適な生活環境や地域の景観と自然環境を守る。 

（内容） 

1.不法投棄ごみ処理委託料 

投棄者不明による不法投棄廃棄物の処理委託    4 件／756,540 円 

不法投棄廃家電処理委託 3,920kg／180,144 円 

不法投棄廃タイヤ処理委託 361 本／66,312 円 

（効果） 

不法投棄をさせない環境づくりの推進により、不法投棄の未然防止対策が図れ、事後対策で

は、不法投棄廃棄物の撤去及び適正処理により、健全な生活環境の保全が図れた。 

 



○し尿処理に要する経費（04020301） 115,490,946 円（132,301,963 円） 決算書 P210 

〈一財：115,490,946 円〉 

（目的） 

  常総衛生組合及びさしま環境管理事務組合のし尿処理施設において、市内で排出されるし

尿・浄化槽汚泥を適正に処理し、公衆衛生の向上を図る。 

（内容） 

  常総衛生組合運営負担金（岩井地域）       93,958,946 円 

  さしま環境管理事務組合負担金（猿島地域）   21,532,000 円 

（効果） 

  市内で排出されるし尿・浄化槽汚泥の適正な処理を行い、公衆衛生の向上を図れた。 

 

○公害対策事務に要する経費（04030101） 2,729,005 円（3,790,493 円） 決算書 P212 

〈国・県：72,000 円 一財：2,657,005 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・県委：県事務処理特例交付金      72,000 円 

（目的） 

  公害のない安心で快適な市民生活を維持するため、工場･事業所等の安全意識の向上や指導を

強化するとともに、関係法令等の適切な運用により、公害の未然防止に努める。 

（内容） 

 1.水質土壌検査等委託 

河川水質及び底質検査（公共水域25地点及び菅生沼2地点）       993,600円 

  工場・事業場排水検査(25事業所)                               679,320円 

 2.自動車騒音常時監視業務委託料（平成24年度から権限移譲により実施） 669,600円 

（効果） 

  条例等に基づく公害対策を実施し、公害発生の未然防止を図れ、経済の健全な発展とともに、

市民の健康の保護と生活環境の保全を図れた。 

 

 


